
環境省 北海道地⽅環境事務所

令和6年度大規模災害時北海道ブロック協議会
計画策定・改定WG

第2回ワーキング会議
説明資料

令和6年10月2日（水）

資料２

講習内容（案）日程

・本業務の実施内容の説明
・北海道版ワークシートの概要
・災害廃棄物処理計画に必要な内容説明
【対象とする災害、職員への教育・訓練、組織体制・協力支援体制】

第1回
2024.9.4(水)
13:30～

・補足説明
・災害廃棄物処理計画に必要な内容説明
【住民への周知・広報、避難所ごみ（生活ごみ）、し尿・仮設トイレ】

・演習【避難所ごみ（生活ごみ）、し尿・仮設トイレ】

第2回
2024.10.2(水)
13:30～

・補足説明
・災害廃棄物処理計画に必要な内容説明
【災害廃棄物発生量・処理可能量の推計、処理フロー、収集運搬体制】

・演習【災害廃棄物発生量、処理可能量、処理フロー】

第3回
2024.11.12（火）
13:30～

・補足説明
・災害廃棄物処理計画に必要な内容説明
【仮置場、処理困難物、環境対策・モニタリング、公費解体】

・演習【仮置場必要面積】

第4回
2024.12.18（水）
13:30～

1

全体スケジュール

今回

１．北海道版ワークシート（第3版）の補足説明

2

北海道版ワークシート

被害状況について
対象とする災害の震度分布図やハザードマップを添付してください。
確認する資料：地域防災計画、地震被害想定調査結果、各自治体

のハザードマップ等

第3版ワークシートp3

3



北海道版ワークシート

津波被害について
内陸部の自治体は津波の表記について適宜、削除をお願いします。

4

北海道版ワークシート

災害廃棄物対策の担当組織について

5

ワークシートの災害廃棄物担当
組織図を使用する際は、
図と表の庁内他部局が対応す
るように作成してください。

第3版ワークシートp9、12

北海道版ワークシート

災害廃棄物対策の担当組織について

⇒グループ別の初動期の実施事項が
まとめられている

＜企画調整グループの例＞

6

北海道地方環境事務所HP https://hokkaido.env.go.jp/recycle/new.html

7

北海道版ワークシート

連絡先一覧について

第3版ワークシートp14-15

災害廃棄物処理計画策定・点検ガイドラインを参考に、「庁内関連部
局」「協定締結団体」を追加しています。



北海道版ワークシート

災害時応援協定について

8

北海道と道内市町村の災害協定
（災害時等における北海道及び
市町村相互の応援等に関する協
定）を記載しています。
また、協定の連絡系統も記載して
います。

第3版ワークシートp17-18 北海道版ワークシート

9

各自治体の状況や方針に基づき、どの文章を選択するか検討してく
ださい。
p.29（災害時トイレの確保の方針）、p.37（処理フロー）、p.57（処理可
能量の不足）にも文章を選択する部分があります。

第3版ワークシートp19

文章の選択について

北海道版ワークシート

処理施設の位置図について

10

処理施設等の位置図について希望があれば弊社で作成可能です。

第3版ワークシートp24 北海道版ワークシート

地域特性のある災害廃棄物について

11

第3版ワークシートp58

内陸部の自治体は適宜、削除をお願いします。



２．災害廃棄物処理計画に必要な内容の説明

12

１．住民への周知・広報
２．避難所ごみ（生活ごみ）
３．し尿・仮設トイレ

災害廃棄物処理計画策定・点検ガイドラインでのチェックリスト

住⺠への周知・広報

13
◎：計画への記載が必須の項目 ★：計画の実効性を向上させるために重要な取組や確認項目

住⺠への周知・広報 第3版ワークシートp22

14

地域防災計画等に記載の情報伝達手段も事前に確認しておくこと

住⺠への周知・広報 第3版ワークシートp41
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他⾃治体での災害廃棄物処理計画 記載例

災害廃棄物だけでなく、生活系ごみ、
し尿処理について記載している。

住⺠等への啓発・広報について（⾼知県南国市）

【参考】南国市災害廃棄物処理計画（令和4年3月）

特徴︓平時と災害時の広報について記載している。

16

【参考】北秋田市災害廃棄物処理計画（令和2年4月）

特徴︓災害廃棄物に関する広報⽤チラシ(案)を処理計画に記載している

広報⽤チラシについて（秋⽥県北秋⽥市）

他⾃治体での災害廃棄物処理計画 記載例
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【参考】椎葉村災害廃棄物処理計画（平成29年3月）

住⺠等への啓発・広報について（宮崎県椎葉村）

他⾃治体での災害廃棄物処理計画 記載例

平時

災害時

18

特徴︓平時と災害時の広報内容、広報フローについて記載している。

【参考】松山市災害廃棄物処理計画（令和4年6月）

住⺠等への啓発・広報について（愛媛県松山市）

他⾃治体での災害廃棄物処理計画 記載例

19

特徴︓広報する情報や担当課を明記している。被災⾃治体の事例を⽰している。
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対応事例の紹介【東日本大震災】

ごみ収集運搬に関する広報について（仙台市の例）

←家庭ごみ等の広報

↓収集再開の広報

↓ごみ減量に関する広報

出典︓東⽇本⼤震災における震災廃棄物処理の記録（平成28年3月 仙台市環境局）

広報⼿段について（仙台市の例）

21

東⽇本⼤震災における震災廃棄物処理の記録（平成28年3月 仙台市環境局）より抜粋

①市政記者クラブへの広報
②市ホームページへの掲載
③市政だよりへの掲載
④市政広報番組
⑤「避難所通信」等紙媒体の活用
⑥新聞折込

主な広報手段

・市民周知に齟齬のないよう、職員用対応マニュアル
（FAQ）を作成し、住民からの問い合わせ等に対応
・問い合わせの多い質問等については、「よくある質問
一覧」としてとりまとめ、市のホームページに掲載

対応事例の紹介【東日本大震災】

住⺠広報、相談対応に関する課題と対策ついて（仙台市の例）

22東⽇本⼤震災における震災廃棄物処理の記録（平成28年3月 仙台市環境局）より抜粋

①仮置場搬入ルールの周知不足
⇒事業ごみや受け入れできない物の持ち込みが見られた
ため、マスメディア、市HP等で周知の徹底を図った。

②誤情報の配信
⇒震災後はごみ収集方法を変更していたが、メール配信
サービス「ごみ収集日のお知らせ」が従来のまま配信され
てしまったため、訂正メールの配信と配信停止を行った。

③最新情報の共有
⇒震災ごみの処理方法等に関する
情報は日々変化したため、付箋に
よる最新情報の共有を図った。

対応事例の紹介【東日本大震災】

仮置場に関する広報例
・受け入れる場所はどこか
・受け入れる品目は何か
・何が持ち込み禁止なのか
・その他、注意事項

23
※熊本県益城町の例

※福岡県朝倉市の例

対応事例の紹介【平成29年7月九州北部豪雨】



周知・広報を早急に
可能な限り早く⽅針を決めて、住⺠に周知
・いつから何をどこへ持ち込めるのか
・持ち込めないものをどうするのか
・運搬手段がない場合の対応
（一廃事業者との協定・社会福祉協議会・ボランティアセンターとの連携）

24

対応事例の紹介【平成29年7月九州北部豪雨】 対応事例の紹介【平成30年7月豪雨】

住⺠への広報について（広島市の例）

25

26

対応事例の紹介【平成30年7月豪雨】

住民への広報について

出典：「平成30年7月豪雨に伴う倉敷市の災害廃棄物処理の記録」

⇒平時より住民に向けた災害廃棄物の処理に関する啓発資料

（チラシ等）を作成する。

広報手段を事前に検討し、住民に周知しておく。
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対応事例の紹介【令和元年東日本台風】

住民への広報について

＜事例＞

・市民周知を早く行うことができた一方で、仮置場地盤の砕石による

整備前に災害廃棄物が搬入されることとなってしまった。次回は、仮

置場の選定に合わせて、砕石等による仮置場整備にいち早く取り組

みたい。

＜対応策＞

・平時から、仮置場の整備に関わりそうな事業者等との災害支援協

定を検討する。

・平時から、仮置場整備までの間はごみの搬入を控えてもらうように

住民への周知内容や周知方法を検討しておく。

・仮置場の候補地の条件を事前に整理しておく。（地盤条件：アスフ

ァルト、土、砂利）



対応事例の紹介【令和6年能登半島地震】
災害ごみ仮置場の運営について（能登町の例）

28 29

対応事例の紹介【令和6年能登半島地震】
災害ごみ仮置場の運営について（能登町の例）
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参考資料〜平時からの広報〜

災害時のごみの出し方（パンフレット）（東京都三鷹市）

31

参考資料〜平時からの広報〜

災害時のごみの出し方（パンフレット）（東京都三鷹市）
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発行タイトル市町村名

平成31年4月もしもの時の災害廃棄物処理の手引き北海道札幌市

令和元年6月災害廃棄物処理ハンドブック長野県松本市

令和3年3月東大阪市災害廃棄物処理ハンドブック～今から
知っておきたい 災害時のごみのこと～

大阪府東大阪市

令和4年3月もしもの時の災害廃棄物処理ハンドブック三重県四日市市

令和5年3月つくば市災害廃棄物処理ハンドブック茨城県つくば市

令和5年9月瑞浪市災害廃棄物処理ハンドブック岐阜県瑞浪市

令和6年3月～もしもの時のごみの手引き～災害廃棄物処理
ハンドブック

大阪府堺市

令和6年9月大きな災害時のごみの出し方岡山県倉敷市

 住⺠の⽅が理解できるよう、分かりやすい表現を⽤いている
 イラストや写真を多く活⽤していることで住⺠が馴染みやす
いよう工夫している

 日本語版だけでなく、英語版や中国語版など外国人向けにも
対応している

参考資料〜平時からの広報〜 避難所ごみ（生活ごみ）

33

第3版ワークシートp32

初動期には、⽔、⾷料、トイレのニーズが⾼く、また、⽀援
物資が避難所に届けられるが、それに伴い段ボール、ビニー
ル袋や容器包装等のプラスチック類、⽣ごみ、し尿等が発⽣
する。

⇒衛生状態の確保等からも、段ボールやごみ袋等を使って分別
を⾏う。

避難所ごみ（生活ごみ）

34

第3版ワークシートp32

発生原単位は各市町村の最新のデータを使用して推計してく
ださい。

⽣活系ごみのみで推計しても良いです。安全側で、⽣活系ご
み+事業系ごみで推計しても良いです。

※水害は人的被害（避難者数等）が想定されていないため、推計対象外とします。

35

対応事例の紹介【令和元年東日本台風】

発災後の生活ごみの対応について

4

2

0

0

3

①生活ごみは平時と同様に対応した

②生活ごみの収集を一時休止した

③生活ごみの収集頻度を一時的に少なくした

④生活ごみの分別区分を一時的に簡素化した

⑤その他

【その他の回答】

・被災地の集積所が使用できなくなったため、他の地区の集積所を

利用した収集の実施。被災地の不燃ごみ収集回数の増（４週に１

回から毎週）

・10/13（日）の資源物収集を休止し、後日職員が回収。被災世帯

にごみ袋（可燃30枚・不燃30枚）を支給。

・被災により通常の収集運搬が不可能なエリアについては、回収箇

所の変更等を行った。



し尿・仮設トイレ 第3版ワークシートp30

仮設トイレの設置には
通常１〜３⽇程度必要
とされることから、仮
設トイレが使用可能と
なるまで、数日分の携
帯型トイレや簡易型ト
イレを備蓄しておくこ
とが必要である。

36出典：避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成28年4月、内閣府） 37
出典：西日本豪雨災害のトイレ（2018年11月19日、NPO法人日本トイレ研究所）

し尿・仮設トイレ

し尿・仮設トイレ

38

事前に各避難所等に配備されている携帯トイレ、簡易トイレ
の備蓄状況等の把握する。

住⺠への携帯トイレの備蓄を促すとともに、避難所での携帯
トイレの備蓄を検討する。

出典︓釧路市地域防災計画 資料編

し尿・仮設トイレ

し尿収集必要量および仮設
トイレ必要設置数を推計す
る。

発災後は、ライフライン、
避難所開設数、避難者数を
把握し、仮設トイレ必要設
置数を推計する。

39

※水害は人的被害（避難者数等）が想
定されていないため、推計対象外とし
ます。

第3版ワークシートp31



3

1

1

2

0

3

①設置していない

②自前で所持（備蓄）

③他自治体

④リース業者

⑤把握できていない

⑥その他

40

【回答】

・自前：65基、他自治体：24基、リース業者：3基、その他：この他に

長野県が避難所に設置したものが26基ある。プッシュ型支援でトレ

ーラートイレが１台設置された。

・リース業者：19基、その他：一部事務組合所持（備蓄）を4基

・その他：下水道の一部事務組合で設置対応した（5箇所7基）

仮設トイレの設置状況について

対応事例の紹介【令和元年東日本台風】

41

【回答】

・地区から要望があった箇所に設置していった。

・被災地域の断水状況を把握し、区長と調整の上、必要基数を設置

した。

・被災地区の区長要望により設置した。

仮設トイレの設置数について

対応事例の紹介【令和元年東日本台風】

3

2

0

3

①設置していない

②避難者数から必要基数を算出し設置した

③避難所施設の簡易トイレ等の備蓄状況を

確認し設置した

④その他

42

対応事例の紹介【令和6年度能登半島地震】

出典：能登半島地震におけるトイレの課題と対策（令和6年8月20日、NPO法人日本トイレ研究所）
43

対応事例の紹介【令和6年度能登半島地震】

出典：能登半島地震におけるトイレの課題と対策（令和6年8月20日、NPO法人日本トイレ研究所）
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対応事例の紹介【令和6年度能登半島地震】

出典：令和6年能登半島地震における災害廃棄物対策（令和6年1月12日7時時点、環境省）


